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第１回 千葉市廃棄物減量等推進審議会一般廃棄物（ごみ）処理基本計画部会 

 

政令指定都市ごみ処理基本計画策定事例調査結果 

１ 調査概要 

平成２７年７月現在、全国で２０市ある政令指定都市を対象に、各市の現行ごみ処理基本

計画の策定事例を調査し、計画改定の基礎資料とすることを目的に、各市の施策内容と千葉

市における現行ごみ処理基本計画の施策内容の相違点を把握・整理した。 

なお、各市計画の理念（基本目標）、基本方針等について、表 １、表 ２に示す。 

表 １ 各市のごみ処理基本計画概要（１） 

都市名 理念（基本目標） 基本方針等 

札幌市 
環境低負荷型資源循環社会（都市）

の実現 

１ 発生するごみ量を低減するとともに、ごみ処理に伴う環境 
負荷をできる限り少なくする 

２ 費用対効果を十分考慮し、かかる費用を最小限に抑える 
３ 市民・事業者・札幌市の協働によるごみ減量・リサイクルの

取組を推進する 

仙台市 
１ 資源循環都市づくり～更なる循環型社会の構築 
２ 低炭素都市づくり～低炭素社会の構築に向けた統合的な取り組みの推進 
３ 市民・事業者・市の連携や三者が一体化した施設の推進 

さいたま市 

ともに取り組み、参加する 

めぐるまち（循環型都市） 

“さいたま”の創造 

１ 資源循環型社会経済システムの確立（市民･事業者･行政
の協働によるごみの発生･排出の抑制とリサイクルの推進） 

２ 資源循環型廃棄物処理システムの確立（効率的で環境負
荷の少ないごみ処理システムの構築） 

千葉市 
まだできる！ともに取組む 

ごみ削減・一歩先へ 

１ 市民･事業者・市の協働によるごみを出さない社会づくりを
推進します。 

２ 分別の徹底・推進･拡充による高度な資源化への挑戦に
より、焼却ごみの継続的な削減を目指します。 

３ 低炭素・資源循環へ貢献する、経済･効率性と安定･継続
性に優れたシステム構築を目指します。 

横浜市 

市民・事業者・行政が更なる協働のも
と、３Ｒを推進するとともに、なお残るご
みを適正に処理することで、限りある
資源エネルギーの有効活用と確保に
努め、環境モデル都市として、環境負
荷の低減と健全な財政運営が両立し
た持続可能なまちを目指します。 

１ 三者が取り組む３R 行動 
２ 安全で安定した処理・処分 
３ よりよい生活環境の選択 
４ 市民の視点に立ったサービスの向上 
５ コスト意識と適正負担 

川崎市 
地球環境にやさしい持続可能な 

循環型のまちを目指して 

１ 循環型社会へのビジョンを共有し「環境市民」となる 
２ 循環型の処理システムを築く 
３ 新たな視点と発想による施策展開 

相模原市 
ともにつくる 資源循環型都市  

さがみはら 

１ ４R の推進と循環型スタイルの確立 
２ 資源を循環させる社会システムの構築 
３ 市民・事業者・行政の協働によるごみを出さない環境づくり 

新潟市 
市民・事業者・市の協働のもとともに

つくる環境先進都市 

１ 家庭系ごみを減らす３R 運動の推進と三者協働 
２ 事業系ごみの排出抑制と資源化の推進 
３ 違反ごみ対策ときれいなまちづくりの推進 
４ 収集・処理体制の整備 

静岡市 
「もったいない」で目指す循環型の 

まちづくり 

１ 静岡版「もったいない運動」の推進 
２ 事業系ごみの減量化・資源化、適正処理の徹底 
３ 適正な収集運搬・処理体制の整備 
４ ごみ処理における環境負荷の低減に向けた取組 
５ 廃棄物適正処理の徹底 

参考資料１ 
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表 ２ 各市のごみ処理基本計画概要（２） 

都市名 理念（基本目標） 基本方針等 

浜松市 
ともに歩む３Ｒとごみ減量の道 

 ～go forward（前へ）～ 

１ ごみの減量と資源化を推進します 
２ 意識啓発と環境教育を推進し、住みよいまちづくりに努めます  
３ 安定的かつ効率的なごみ処理と資源化体制の整備を図ります  

名古屋市 「環境首都なごや」の挑戦 ごみも資源も、減らす、生かす 

京都市 
市民力・地域力が築く世界を 

リードする環境モデル都市・京都 

１ そもそもごみを出さない 
２ ごみは、資源可能な限りリサイクル 
３ ごみは安全に処理して最大限活 

大阪市 
「さらなる３Ｒの推進」と 

「経営形態の抜本的改革」 

１ ３R の推進 
２ 市民・事業者との連携の推進 
３ 民間化・広域化の推進（経営形態の抜本的改革） 
４ 適正処理の推進 
５ 環境への配慮 

堺市 
三者協働による環境負荷の少ない

循環型のまちづくりをめざして 

１ 「ごみ」の発生・排出が抑制されるシステムづくり 
２ 「製品」等が再利用されるシステムづくり 
３ 「資源」が循環的に利用されるシステムづくり 
４ 「環境」への負荷が少ない適正処理のためのシステムづくり 

神戸市 
「もったいない！」で築く 

循環型都市”こうべ” 

１ 循環型社会構築のための基盤づくり 
２ ２Ｒ(リデュース：発生抑制・リユース：再使用）の推進 
３ 再生利用（リサイクル）の推進 
４ 環境負荷の低減に配慮した適正処理の推進 

岡山市 
環境に配慮した持続可能な資源 

循環型社会の構築 

１ ごみゼロ社会に向けた４Rの促進 
２ 市民・事業者・行政による参加・協働の促進 
３ 市民サービスの向上 
４ 事業系ごみの減量化・資源化 
５ 環境教育の充実 
６ 安全・安心・安定的な処理体制の確保 
７ きれいなまちづくりの推進 

広島市 ゼロエミッションシティ広島の実現 

１ 市民・事業者・行政が一体となったごみの減量とリサイクル
の推進 

２ 安定的なごみ処理体制の確保 
３ 分別区分・収集運搬体制の再構築 
４ コストの削減 
５ ごみのないきれいなまちづくりの推進 

北九州市 

今後のごみ処理の基本理念を、これ

までの「リサイクル型」から「循環型」

に発展 

１ 循環システムの構築 
２ 事業系ごみ対策の強化 
３ ごみ処理の広域連携 
４ 適正処理の確保 
５ ごみ処理事業の効率化と市民サービスの向上 
６ 環境教育の充実 
７ まち美化対策の強化 
８ 循環型社会のモデル都市づくり 

福岡市 
元気が持続する循環のまち・ 

ふくおか 

１ 循環型社会づくりのさらなる推進 
２ 処理の優先順位に基づく適正処理の推進 
３ 持続可能な社会の実現に向けた施策の推進 

熊本市 

市民・事業者・行政の三者協働に

より、ごみを出さない、資源を生かす、

循環型社会の構築を目指します。 

１ ごみ減量・リサイクルへの積極的な参画と協議を推進します 
２ 発生抑制・再使用・再生利用の取組を促進します 
３ 適正かつ環境に配慮したごみ処理体制の確立に努めます 
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２ 調査結果の概略 

各市のごみ処理基本計画に示されている個々の施策（全８６５施策）を調査し、施策目的

及び施策対象者について類型化を行い、全国的な傾向把握を行った。 

 

（1）施策目的 

各施策の実施する目的について、①リデュース②リユース③リサイクル④適正処理

⑤その他の５種類に分類した。集計結果を図 １に示す。 
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図 １ 政令指定都市の施策目的傾向 

 

（2）施策対象主体 

各施策の対象となる主体について、市民・事業者（大規模・小規模）・行政に分類し

た。集計結果を図 ２に示す。 
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図 ２ 政令指定都市の施策対象主体傾向 
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３ 千葉市と他市の施策比較 

（3）施策比較 

各市の施策内容について、千葉市の現行計画における実施施策（表 ４）と比較を行

い、相違点について表 ３のとおり整理を行った。また、各施策数を集計した結果を 

図 ３に、「未実施である」とした 37 施策を表 ５に示す。 

表 ３ 千葉市と他市の施策比較分類 

区 分 内 容 

同種施策を実施している 

千葉市においても同種の施策を実施しており、相違は無い 

 

 

 

 

類似施策を実施している 

千葉市においても類似した施策を実施しているが、施策内容に若干の相

違がある。 

 

 

 

 

未実施である 

千葉市においては現行基本計画で全く記載していない施策内容である。 
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図 ３ 千葉市と他市の施策比較結果 
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表 ４ 千葉市現行計画施策一覧 
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ク
ル

適
正
処
理

そ
の
他

市
民

事
業
所

（
大

）

事
業
所

（
小

）

行
政

1．ごみ減量のための「ちばルール」の普及・拡大 459 ○ ○ ○ ○ ○

2．国及び他自治体との連携 5,186 ○ ○

3．３Ｒ教育･学習の推進及びごみ処理に関する情報の共有化 7,356 ○ ○ ○ ○ ○

4．生ごみ、剪定枝の排出抑制の推進 6,734 ○ ○ ○

5．発生抑制（リデュース）･再使用（リユース）の促進 0 ○ ○ ○ ○

6．料金の見直しによるごみの排出抑制 0 ○ ○ ○ ○ ○

7．ごみ出し支援サービスの実施 777 ○ ○

8．環境美化の推進･不法投棄の防止 56,519 ○ ○ ○ ○

9．C-EMSによる市庁舎等における率先した3Rの推進 ※集計中 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10．市民･事業者との協働による再資源化の推進･支援 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

11．地域コミュニティ･事業者間ネットワークを活用したごみ減量の推進 383 ○ ○ ○ ○

12．ごみ排出ルールの遵守・指導徹底 18,628 ○ ○

13．多様な排出機会の提供と動機づけによる古紙等の再資源化の推進 231,232 ○ ○ ○ ○

14．プラスチック製容器包装の再資源化の推進 0 ○ ○ ○ ○

15．剪定枝等の再資源化の推進 13,169 ○ ○ ○

16．生ごみの再資源化の推進 13,890 ○ ○ ○ ○

17．さらなる資源化品目の検討・推進施策 0 ○ ○

18．事務所ごみの排出管理・指導の徹底 1,282 ○ ○ ○ ○ ○

19．清掃工場における事業系ごみの搬入物検査の実施 0 ○ ○ ○

20．収集運搬体制の合理化 3,022,346 ○ ○ ○

21．民間の活用を取り入れた再資源化システムの構築 0 ○ ○ ○ ○ ○

22．焼却残渣の再生利用の推進 ※集計中 ○ ○

23．焼却処理施設の長期的な運用計画の推進 ※集計中 ○ ○

24．最終処分場の適正管理 476,688 ○ ○

25．安定的な処理体制を目指したごみ処理施設の配置・整備計画の推進 16,278 ○ ○ ○

26．新たな資源化システムの検討 0 ○ ○ ○ ○ ○

27．適正処理困難物等の処理推進 5,186 ○ ○ ○

主な施策目的 主な対象主体

事業費
[H26実績]

（千円）
個別事業



6 

 

表 ５ 未実施施策一覧 
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事
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所

（
大

）

事
業
所

（
小

）

行
政

自主的な資源化の促進 定山渓地区における地域内循環の取り組み促進 ○ ○ ○ 事業系生ごみを地域内で循環するモデル事業を実施

ごみステーション問題の改善 「ごみステーションの小規模化」の推進 ○ ○ 地域の実情や要望に応じて、ごみステーションの小規模化を推進し、地域におけるごみステーション管理の負担軽減や利便性の向上を図る。

ごみ収集に関するサービスの改善 許可業者による家庭ごみの戸別収集等の検討 ○ ○ 希望者が一般廃棄物収集の許可業者と個別契約により、有料で戸別収集などができるしくみの検討

具体的な行動につなげる普及啓発の実施 市外からの転入者に対する普及啓発 ○ ○ 転入者が多い時期のごみ排出ルール相談コーナーの設置　など

ごみについて関心を高める環境教育の充実 生物多様性を意識した環境教育 ○ ○ ○ ○
日常生活における生物多様性保全の取り組み事例をまとめた「生物多様性市民実践ハンドブック」を活用した環境教育などを通じて、ごみ減量・リサイク
ル行動の実践につなげる。

仙台市 温室効果ガス排出量の定量評価手法の導入の検討 ○ ○ 収集運搬から最終処分までの各工程の温室効果ガス排出量の定量評価手法の導入を検討

ごみ・環境情報の積極的な提供 地域特性や対象者に合わせた啓発の推進 ○ ○ ○ ○
緑が多い地域での剪定枝や刈り草などの乾燥の実践啓発、転入者向け分別相談窓口の充実・強化、外国人向けアプリを用いた分別の広報・啓発、高齢
者向けパンフレットの配布、高齢者を対象とした出前講座の実施

市民ニーズに対応したきめ細やかなサービスの提供 事故防止に向けた取組の推進 ○ ○ 安全作業マニュアルの見直し、メーカー等と協働した車両システムの改良に関する調査研究　など

新たなリサイクル 陶磁器くずのリサイクルの検討 ○ ○ 陶磁器くずのリサイクルの検討

３Ｒや適正処理の推進に係る各種調査・研究 国際技術協力の推進 ○ ○ 市の持つ資源・技術を活用した国際技術協力の推進

相模原市 新たな視点と発想による施策展開 少量排出事業者対策 ○ ○ ○ ○ 事業者団体単位、地区単位での共同排出の促進

収集運搬体制の整備 優良事業者（許可業者）制度の創設 ○ ○ ○
事業者、市民が許可業者を選ぶ際、市は特定の業者を紹介することができないため、市民等が信頼、安心して業者を選択することができる優良事業者制
度等の創設を検討

中間処理体制の整備 小動物火葬の実施体制の見直し ○ ○ 小動物火葬の実施体制の見直し

すぐにごみになるものを「買わない・つくらない」 業種別の包装材の削減方法や削減率を定めたガイドラインの作成と徹底した指導 ○ ○ ○ ○ 業種別の包装材の削減方法や削減率を定めたガイドラインの作成と徹底した指導

すぐにごみになるものを「買わない・つくらない」 生産，流通，販売の各段階における包装材の一定量の削減を義務付ける条例の検討 ○ ○ ○ 生産、流通、販売の各段階における包装材の一定量の削減を義務付ける条例の検討

分かりやすい情報提供と環境学習機会の拡大 大学，企業と連携した調査・研究と海外研修生の受入れなど技術提携の推進 ○ ○ ○ ○ ○ 大学、企業と連携した調査・研究

「学生のまち，観光のまち」ならではの取組の推進 宿泊施設等と連携した宿泊者に対する分別指導の推進 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 宿泊施設等と連携した宿泊者に対する分別指導の推進

環境教育・普及啓発の推進 環境事業センター内、区役所等でのマタニティウェア・ベビー服・子ども服の展示・提供 ○ ○ マタニティウェア・ベビー服・子ども服の展示・提供

環境教育・普及啓発の推進 「レジ袋削減協定」の締結とごみ減量等に向けた取組の推進 ○ ○ 「レジ袋削減協定」の締結

環境教育・普及啓発の推進
「大阪環境産業振興センター（おおさかＡＴＣグリーンエコプラザ）」における関連製品
の展示・紹介等による中小企業の育成・振興への寄与

○ ○ 関連製品の展示・紹介等による中小企業の育成・振興への寄与

家庭系ごみの減量等推進 紙パック・使用済み乾電池・蛍光灯管・水銀体温計・インクカートリッジの拠点回収 ○ ○ ○ 紙パック・使用済み乾電池・蛍光灯管・水銀体温計・インクカートリッジの拠点回収

調査・研究 域内循環 ○ ○ 市域内で資源が循環する域内循環の取組についての研究

地域特性を活かした２Ｒの推進 エコタウンまちづくりの拡充 ○ ○ エコタウンまちづくり（概ね小学校区を対象に、ふれあいのまちづくり協議会など地域の人々が主役となって行う環境にやさしいまちづくり）

プラスチックごみの資源化の推進
「容器包装プラスチック以外のプラスチック」の分別区分の「燃えないごみ」から「燃える
ごみ」への変更

○ ○ 「容器包装プラスチック以外のプラスチック」の分別区分の「燃えないごみ」から「燃えるごみ」への変更

市民・事業者の施策参加の促進 岡山市エコ技術研究会との連携 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ エコ技術研究会（産・学・官・民）の設立・連携

環境教育の推進 持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ） ○ ○ ○ ○ ○ 「ESD推進協議会」（世界初の「ESDに関する地域の拠点（RCE）」）との連携 (※「国連ESDの10年」自体は2014年に終了)

古紙の循環システム 再商品化事業の誘導、家畜用敷料リサイクル事業などの誘導 ○ ○ ○ 家畜用敷料リサイクル事業などの誘導

容器包装リサイクル 新たなリサイクル：生分解性プラスチックの早期事業化の促進 ○ ○ ○ 生分解性プラスチックの早期事業化の促進

市民･事業者の自主的・自発的な取り組みの促進 市民の自主的・自発的な取組みの促進 ○ ○ ○ ○
3R率（3R量÷（ごみ処理量＋3R量）で算定）及び3R実践度（ごみ減量・リサイクルへの関心、リデュース・リサイクルへの関心、3Rの実践項目（項目ごとの
実践率の向上）、市民1人1日あたりの家庭ごみの排出量）を取組指標とした評価。

3Rの基盤整備 地域循環圏における資源循環 ○ ○
地域循環圏の視点から、市域内の既存のリサイクル施設を活用するだけでなく、市域を超えた広域でのリサイクルルートを含め、廃棄物の種類や資源化
の状況を踏まえた適切な圏域での資源循環システムの構築を推進する。また、地産地消の視点を加味した循環利用の促進を図る。

経済的手法の活用 ごみ減量・リサイクルの推進に向けた基金 ○ ○ ○ ○ ○ 「環境市民ファンド」及び「事業系ごみ資源化推進ファンド」の活用

戸別収集 ○ ○ 戸別収集

処理システムにおける検討 鉄・アルミ以外の希少資源の回収システム ○ ○ 処理段階における鉄・アルミ以外の希少資源の回収システムの検討

国際貢献 ○ ○
廃棄物処理システム（排出者の負担が少ない4分別収集方式・効率的な夜間戸別収集・廃棄物発電・「福岡方式」の準好気性埋め立て技術）に関する知
識や技術の提供（外国人研修生の受け入れ）

技術の承継 ○ ○ 廃棄物処理・リサイクルの現場における指導能力を備える高齢者の活用と技術継承の仕組みづくりの推進。

再使用（リユース）の促進 再利用可能な容器包装の利用促進 ○ ○ Ｒびんなどの回収ルートの構築を検討

収集運搬体制 ごみステーション細分化に向けた取組 ○ ○ ○ ○
戸別収集と同様の効果（分別の徹底やごみステーションの美化）が期待されるごみステーションの細分化について検討し、必要に応じて「ごみステーション
設置要綱」を見直す。

岡山市

北九州市

福岡市

熊本市

札幌市

横浜市

静岡市

京都市

大阪市

神戸市

都市名 基本施策 具体的な施策

主な施策目的 主な対象主体

千葉市現行計画未実施内容



7 

 

（4）他市先進事例の整理 

前頁にまでに整理した、各政令指定都市の施策事例に関して、「未実施である」と分

類された施策の中から、千葉市において参考となりうる先進的な内容を抽出・整理し

た結果を次頁以降に示す。 

なお、先進事例を施策の内容から以下のア）～サ）の計種類に分類して整理した。 

 

ア） 環境学習・普及啓発の強化 

イ） リデュース・リユース（減量化対策）の促進 

ウ） 適正排出徹底方策・リサイクル（資源化）の促進 

エ） 資源化品目の拡充 

オ） 地域循環圏構築 

カ） 収集・処理業務の効率化・適正化 

キ） 容器包装対策 

ク） 住民サービスの向上 

ケ） 国際技術協力・調査研究 

コ） 計画・評価 

サ） その他 

 

ア）環境学習・普及啓発の強化  

環境学習・普及啓発の強化を行っている施策事例を表 ６に示す。 

特に先進的なものとして、横浜市では地域特性に合わせた啓発内容の充実を図って

いる。また、岡山市では ESD などの世界的な動きと地域との連携による環境学習を 

図っている。 

 

表 ６ 環境学習・普及啓発の強化を目指した施策事例 

実施市 施策名 施策内容 

横浜市 地域特性や対象者に合わせた啓発

の推進 

緑が多い地域でのせん定枝や刈草などの乾燥の実践

啓発、転入者向け分別相談窓口の充実・強化、大学

生を対象とした啓発の推進、外国人向けアプリ・パンフ

レットを用いた分別の広報・啓発、高齢者向けパンフレ

ットの配布、高齢者を対象とした出前講座の実施 

大阪市 「大阪環境産業振興センター（おお

さかＡＴＣグリーンエコプラザ）」にお

ける関連製品の展示・紹介等による

中小企業の育成・振興への寄与 

関連製品の展示・紹介等による中小企業の育成・振

興への寄与 

岡山市 持続可能な開発のための教育 

（ＥＳＤ） 

「岡山市 ESD 推進協議会」（世界初の「ESD に関する

地域の拠点（RCE）」）との連携 (※「国連 ESD の 10

年」自体は 2014 年に終了) 
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イ）リデュース・リユース（減量化対策）の促進 

現在は、多くの市町村でごみの適正排出やごみ減量を目指した減量化対策が検討・

促進されているが、特筆すべき事例として表 ７のものがあげられる。 

熊本市では、製造業者・販売業者等の事業者に対し､それぞれの立場で発生抑制や再

使用について配慮した事業活動への働きかけを強め､再利用可能な容器包装での減量

化対策の実施を行っている。 

 

表 ７ リデュース・リユース（減量化対策）の促進を目指した施策事例 

実施市 施策名 施策内容 

熊本市 再利用可能な容器包装の利用促進 Ｒびんなどの回収ルートの構築を検討 

 

 

ウ）適正排出徹底方策・リサイクル（資源化）の促進 

分別の徹底などの適正排出やリサイクル（資源化）の促進を目指した施策を表 ８に

示す。 

事業系ごみを対象とした施策としては、相模原市が小規模事業所への指導強化を行

っており、京都市においては産業特性を考慮した、宿泊施設における分別徹底を強化

している。また、静岡市においては、許可業者についても優良事業者制度の創設を検

討するなど、新たな取組の検討も進められている。 

一方、家庭系ごみを対象とした施策としては、札幌市が市外からの転入者に対する

普及啓発を強化している。 

 

表 ８ 適正排出の徹底を目指した施策事例 

実施市 施策名 施策内容 

札幌市 市外からの転入者に対する普及啓発 転入者が多い時期のごみ排出ルール相談 

コーナーの設置 など 

相模原市 少量排出事業者対策 事業者団体単位、地区単位での共同排出の促進 

静岡市 優良事業者（許可業者）制度の創設 事業者、市民が許可業者を選ぶ際、市は特定の

業者を紹介することができないため、市民等が信

頼、安心して業者を選択することができる優良事業

者制度等の創設を検討 

京都市 宿泊施設等と連携した宿泊者に対す

る分別指導の推進 

（同左） 
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エ）資源化品目の拡充 

資源化品目の拡充を目指した施策を表 ９に示す。 

横浜市や北九州市では、陶磁器くずや家畜用敷料など、新たな資源化品目の検討を

行っている。また、大阪市や福岡市では、新たな資源化品目の追加に伴う回収システ

ム（拠点回収を含む）の検討・実施を行っている。 

 

表 ９ 資源化品目の拡充を目指した施策事例 

実施市 施策名 施策内容 

横浜市 陶磁器くずのリサイクルの検討 （同左） 

大阪市 環境事業センター内、区役所等でのマタニ

ティウェア・ベビー服・子ども服の展示・提供 

マタニティウェア・ベビー服・子ども服の展

示・提供 

紙パック・使用済み乾電池・蛍光灯管・水銀

体温計・インクカートリッジの拠点回収 
（同左） 

北九州市 再商品化事業の誘導、家畜用敷料リサイク

ル事業などの誘導 
家畜用敷料リサイクル事業などの誘導 

新たなリサイクル：生分解性プラスチックの

早期事業化の促進 
生分解性プラスチックの早期事業化の促進 

福岡市 鉄・アルミ以外の希少資源の回収システム 処理段階における鉄・アルミ以外の希少資

源の回収システムの検討 

 

オ）地域循環圏構築 

地域循環圏の構築を目指し、発生・排出側への施策実施だけでなく、利用側も含め

た包括的な施策事例を表 １０に示す。 

地域循環圏の事例として、札幌市が事業系生ごみの地域内循環モデル事業を実施し

ているほか、福岡市では市域を超えた広域でのリサイクルルートを含めた最適な資源

循環システムの検討を行っている。 

 

表 １０ 地域循環圏の構築を目指した施策事例 

実施市 施策名 施策内容 

札幌市 定山渓地区における地域内循環の 

取り組み促進 

事業系生ごみを地域内で循環するモデル事業を

実施 

福岡市 地域循環圏における資源循環 地域循環圏の視点から、市域内の既存のリサイク

ル施設を活用するだけでなく、市域を超えた広域

でのリサイクルルートを含め、廃棄物の種類や資

源化の状況を踏まえた適切な圏域での資源循環

システムの構築を推進する。また、地産地消の視

点を加味した循環利用の促進を図る。 
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カ）収集・処理業務の効率化・適正化 

収集・処理業務の効率化・適正化を目指した施策事例を表 １１に示す。 

横浜市では事故防止に向けて安全作業マニュアルの見直しや車両システムの改良に

取り組んでいる。また、神戸市ではプラスチックの分別方法の検討などを行っている。 

 

表 １１ 収集・処理業務の効率化・適正化を目指した施策事例 

実施市 施策名 施策内容 

横浜市 事故防止に向けた取組の推進 安全作業マニュアルの見直し、メーカー等と

協働した車両システムの改良に関する調査

研究 など 

神戸市 「容器包装プラスチック以外のプラスチック」

の分別区分の「燃えないごみ」から「燃える

ごみ」への変更 

「容器包装プラスチック以外のプラスチック」

の分別区分の「燃えないごみ」から「燃えるご

み」への変更 

 

 

キ）容器包装対策 

容器包装対策の徹底を目指した施策を表 １２に示す。 

京都市では、包装材の削減に向けて、業種別のガイドラインの作成・指導徹底を 

行っているほか、生産、流通、販売の各段階における包装材の一定量の削減を義務付

ける条例などを検討している。また、大阪市ではレジ袋削減協定制度を実施し、レジ

袋の削減目標（数値）を公表している。 

 

表 １２ 容器包装対策を目指した施策事例 

実施市 施策名 施策内容 

京都市 業種別の包装材の削減方法や削減率を定

めたガイドラインの作成と徹底した指導 

（同左） 

生産、流通、販売の各段階における包装材

の一定量の削減を義務付ける条例の検討 

（同左） 

大阪市 「レジ袋削減協定」の締結とごみ減量等に

向けた取組の推進 

「レジ袋削減協定」の締結 
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ク）住民サービスの向上 

廃棄物施策を利用する住民に対するサービスの向上を目指した施策を表 １３に示

す。 

住民サービスの向上を目指した検討事例としては、札幌市や熊本市でごみステー 

ションの小規模化や分別品目の細分化が検討されており、また、札幌市と福岡市で家

庭ごみの戸別収集に向けた検討が行われている。 

 

表 １３ 住民サービスの向上を目指した施策事例 

実施市 施策名 施策内容 

札幌市 「ごみステーションの小規模化」の推進 地域の実情や要望に応じて、ごみステーション

の小規模化を推進し、地域におけるごみステー

ション管理の負担軽減や利便性の向上を図る。 

許可業者による家庭ごみの戸別収集等

の検討 

希望者が一般廃棄物収集の許可業者と個別契

約により、有料で戸別収集などができるしくみの

検討 

福岡市 戸別収集 （同左） 

熊本市 ごみステーション細分化に向けた取組 戸別収集と同様の効果（分別の徹底やごみス

テーションの美化）が期待されるごみステーショ

ンの細分化について検討し、必要に応じて「ご

みステーション設置要綱」を見直す。 
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ケ）国際技術協力・調査研究 

国際技術協力や調査研究に関する施策を表 １４に示す。 

横浜市や福岡市では、地域の資源・技術を活用した国際技術協力を推進しており、

また、京都市や岡山市では産・学・官・民の連携による調査・研究の推進が行われて

いる。その他、福岡市では高齢化に対応した廃棄物処理・リサイクルの現場での技術

継承の仕組みづくりが進められている。 

 

表 １４ 国際技術協力・調査研究を目指した施策事例 

実施市 施策名 施策内容 

横浜市 国際技術協力の推進 横浜の持つ資源・技術を活用した国際技術

協力の推進 

京都市 大学、企業と連携した調査・研究と海外研

修生の受入れなど技術提携の推進 

大学、企業と連携した調査・研究 

大阪市 域内循環 市域内で資源が循環する域内循環の取組に

ついての研究 

岡山市 岡山市エコ技術研究会との連携 岡山市エコ技術研究会（産・学・官・民）の 

設立・連携 

福岡市 国際貢献 廃棄物処理システム（排出者の負担が少ない

４分別収集方式・効率的な夜間戸別収集・廃

棄物発電・「福岡方式」の準好気性埋め立て

技術）に関する知識や技術の提供（外国人研

修生の受け入れ） 

技術の承継 廃棄物処理・リサイクルの現場における指導

能力を備える高齢者の活用と技術継承の仕

組みづくりの推進 
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コ）計画・評価 

計画・評価に関する施策を表 １５に示す。 

神戸市においては地域の人々が主役となって行うまちづくりを実施している。また、

仙台市では、収集運搬から最終処分までの各工程の温室効果ガス排出量の定量評価手

法の導入を検討しているほか、福岡市では、市民の自主的・自発的な取組を促進する

ため、独自の取組指標による評価を行っている。 

 

表 １５ 計画・評価に関する施策事例 

実施市 施策名 施策内容 

仙台市 温室効果ガス排出量の定量評価手法の

導入の検討 

収集運搬から最終処分までの各工程の温室効

果ガス排出量の定量評価手法の導入を検討 

神戸市 エコタウンまちづくりの拡充 エコタウンまちづくり（概ね小学校区を対象に、

ふれあいのまちづくり協議会など地域の人々が

主役となって行う環境にやさしいまちづくり） 

福岡市 市民の自主的・自発的な取組みの促進 ３Ｒ率（３Ｒ量÷（ごみ処理量＋３Ｒ量）で算定）

及び３Ｒ実践度（ごみ減量・リサイクルへの関

心、リデュース・リサイクルへの関心、３Ｒの実践

項目（項目ごとの実践率の向上）、市民 1 人 1

日あたりの家庭ごみの排出量）を取組指標とし

た評価 

 

サ）その他の施策 

ア）～コ）に整理した施策以外の先進事例について、表 １６に示す。 

 

表 １６ その他の施策事例 

実施市 施策名 施策内容 

札幌市 生物多様性を意識した環境教育 日常生活における生物多様性保全の取り組

み事例をまとめた「生物多様性市民実践ハン

ドブック」を活用した環境教育などを通じ

て、ごみ減量・リサイクル行動の実践につな

げる。 

静岡市 小動物火葬の実施体制の見直し （同左） 

福岡市 ごみ減量・リサイクルの推進に 

向けた基金 

「環境市民ファンド」及び「事業系ごみ資源

化推進ファンド」の活用 

 

 

 

 


